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要旨 
 海洋物理を中心とする視点から，海洋学の過去 10 年程度の研究の進展をレビューするととも

に，今後 10 年程度の間にわが国として取り組むべき研究の方向性を論じた。研究の進展と方向性，

ならびに研究の意義と遂行に必要な研究基盤を，沿岸，縁辺海，熱帯，中緯度，極域，深層の 6
領域に分けて提示し，さらにこれら 6 領域全てに関わる要素である海面と塩分についても示した。

最後に，各領域で必要とされる研究基盤をまとめ，最近の国際的な動向とその中でわが国が果た

すべき役割についても論じた。 
 
キーワード： 海洋学，将来構想，海洋物理，研究基盤 
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１．はじめに 
 
 海洋は大気の約千倍の貯熱量と大きな熱的慣性を有し，穏やかな地球環境をつくり出している。

我が国においては，黒潮による南方からの熱輸送が太平洋側を中心に温暖な気候を形成している

ほか，黒潮系の暖水と栄養塩に富む親潮系の水が隣接する本州東方海域は世界有数の漁場となっ

ている。これら海洋および水産資源には，本州南方の黒潮流路変動（e.g., Kawabe, 1995）のよう

に古くから知られる現象をはじめとして，Pacific Decadal Oscillation（PDO; Mantua et al., 
1997），北太平洋・北米の 50～70 年変動（Minobe, 1997），浮魚類の魚種交替（Kawasaki, 1983; 
Chavez et al., 2003）など，様々な時間スケールの変動が存在しているが，エルニーニョ/南方振

動（ENSO）よりも長い，10 年程度以上の時間スケールをもつ長期変動のメカニズムには依然と

して未解明の点が多い。 
 海洋はまた，近年の地球温暖化に伴い地球表層圏に貯えられた熱量の 8 割以上を吸収している

（IPCC, 2007）。貯熱量の増加と気温上昇による氷床融解は沿岸地域を脅かす海面上昇をもたら

しているほか，極域海洋への淡水流入による海洋熱塩循環の弱化を通じて気候の急激な変化を引

き起こす可能性を有している。海面水温の増加は成層強化を通じて基礎生産や台風の強度などに

影響を及ぼすと予測されている。温暖化・酸性化・貧酸素化といった現在進行中の長期変化およ

び上述の長期変動の実態とメカニズムを解明し，将来予測の精度を高める必要がある。資源確保

という観点からは，水産資源に加えて自給率わずか 4%のエネルギー資源も我が国にとっての重

要課題であり，潮流発電に対する期待も大きい。 
このように海洋は気候・水産・防災・エネルギーといった様々な面で人類生存の鍵を握ってお

り，その重要性を鑑み我が国では 2007 年に海洋基本法が制定された。そのような社会的要請の

高まりに応える形で海洋学の研究は近年，物理・化学・生物の分野の垣根を越えて学際的に行わ

れるようになっており，その傾向は今後ますます加速するであろう。熱帯を中心に発展してきた

大気海洋相互作用の研究は今や中高緯度でも盛んに行われている。海洋物理学はこのような 21
世紀のホリスティックな海洋学の土台をなしており，その重要性はますます増している。 
 現代の海洋物理研究の両輪である観測とモデルは今世紀に入り，著しい発展を遂げてきた。ま

ず，Argo フロート観測網の構築により全球海洋表・中層の水温・塩分のラージスケールの変動が

季節・海域を問わず捉えられるようになった（Roemmich et al., 2001; Freeland et al., 2010）。

Argo に先駆けて海面水温・海面高度などを計測してきた観測衛星にも最近海面塩分計（Kerr et al., 
2001; Le Vine et al., 2007）が加わり，水温・塩分の両面から物理場の変動を記述することがよ

うやく可能となった。観測船による海底までの高精度横断観測の蓄積は，複数の海盆にまたがる

深層昇温傾向を描き出した（e.g., Fukasawa et al., 2004; Purkey and Johnson, 2010）。一方で

最近では，乱流やサブメソスケールの流れといった小規模現象の観測も盛んに行われている（e.g., 
Hibiya et al., 2007; D’Asaro et al., 2011）。また，現象のメカニズムを明らかにし，将来予測を

行う上で欠かせないモデルも高解像度化・高性能化が進み，中規模現象に満ちた全球の流れの場

を現実的に再現するようになった（e.g, Hasumi et al., 2010; Masumoto, 2010）。加えて，いく

つかの現業・研究グループによる 2004 年の黒潮大蛇行の予測成功に示されるように，数値モデ

ルと観測データとの融合（データ同化）により，現象の記述だけでなく予測とその原因究明（e.g., 
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Usui et al., 2008; Fujii et al., 2008）も可能となり，「海の天気予報」（e.g., 山形, 2005a, b）と

いう言葉に代表されるような外洋・表層の予測が日々行われるようになった。それと前後して，

国内外では operational oceanography（オペレーショナル海洋学）という用語もでき，学問と社

会の連携強化が進められている。このように研究手段の発達に伴い，物理場の構造と時間変動の

「ありのままの」理解と予測が格段に進んだのが過去 10 年間の大きな流れである。 
このような状況の中，わが国が今後 10 年程度の間に実施すべき海洋物理の重要課題を選定・整

理するため，日本海洋学会将来構想委員会の物理サブグループ（SG）では 2012 年 3 月から 12
月にかけて 5 回の会合を開き，議論を行った。会合では短期目標である 2013 年春の「日本学術

会議 大型施設計画・大規模研究計画のマスタープラン」改訂を意識しつつも，それのみに捉われ

ることなく，俯瞰的視点からサイエンスに基づく将来構想を練ってきた。その内容を本報告にま

とめる。 
会合の議論ではまず，過去 2、30 年間重要性が指摘されてきながら観測が圧倒的に不足してい

る「沿岸」と，それよりも長い時空間スケールを対象とする「気候」を，海洋学の人間社会への

貢献という意味も含め，今後の海洋物理研究の 2 本柱と定めた。さらに，「気候」を海域・深度

別に，縁辺海・熱帯・中緯度・極域・深層の 5 領域に分け，各領域における研究の方向性を論じ

た。なお，「気候」については、海洋学会が中心となって取り組めるという意味で，温暖化を含

む時間スケール 100 年程度以下の変動を対象とした。本報告の 2～7 節ではこれらの各領域につ

いて， 
・研究を行う重要性 
・過去 10 年程度の研究のレビュー 
・今後 10 年程度の研究の方向性 
・研究遂行のために維持・継続すべき，また新たに整備すべきインフラストラクチャー 

をまとめている。各節では，物理研究のみならず，それが化学・生物研究などに与える影響につ

いて論じているほか，今後限られた研究予算の中で世界をリードしていくために，日本として重

点的に取り組むべきターゲットを積極的に打ち出すようにした。なお，本報告では海域別に議論

を紹介しているが，海洋全体を一つの系として理解することが重要であることは言を俟たない。 
 さらに，2～7 節の全領域に関わる共通課題として，8 節では人間から最もよく見える海洋の部

分である「海面」，9 節では最近ようやく変動を大規模に調べることが可能になった「塩分」の

問題を論じた。物理 SG の会合では海面や塩分の他にも全領域に関わる現在の重要テーマとして

上述の乱流・サブメソスケール等が挙げられたが，これらについては 2～7 節でも繰り返し言及さ

れているため，あえて 1 つの節として取り上げることはしない。10 節ではマスタープラン改訂に

関連して，各節で挙げられた必要な研究基盤をまとめた。11 節では最近の国際的な動向とその中

で日本が果たすべき役割を論じた。 
 
２．沿岸 
 
物理 SG では，沿岸海域を「無流面準拠の地衡流計算ができないほど浅い海」と定義した。水

温・塩分データを海流情報に変換できない以上，沿岸海域における海洋循環は，流速計などを利



4 
 

用して直接測るしかない。しかし，漁業や海運に需要の多い水域を観測で占有することは難しく，

現時点で十分な測流データが沿岸海域に蓄積されているわけではない。たとえば，日本海洋デー

タセンター（JODC）が提供する JODC Data On-line Service System で瀬戸内海の測流情報を

検索すれば，アーカイブデータの少なさに驚かされるだろう。現代においてなお，我々は，確か

らしい瀬戸内海の季節別平均流分布図すら描くことができないのである。係留流速計の多数展開

は無理にしても，今後は，船舶搭載のADCP観測によって，測流データの蓄積が進むかもしれな

い。しかし，潮流が卓越し，また風に敏感に応答する浅海域の海洋循環には時間変化が大きく，

スナップショットの流速分布は，力学過程や物質循環の研究には使いづらい。 
一方で，日本の各沿岸海域の水温・塩分分布については，主に県水産試験場による月一度の定

線観測によって，すでに平均的な描像が得られている。また，膨大な定線観測データのアーカイ

ブを利用して，年変動や経年変動に関する研究も進められてきた（日本海洋学会沿岸海洋研究部

会, 1985, 1990; 柳, 1989; 宇野木, 1993）。このような定線観測の継続が，データの品質維持に重

要であることは疑いない。また，船舶による多項目（物理・化学・生物）データの取得は，平均

流分布や物質循環，そして海洋生態系を統合的に扱うべき沿岸海洋研究に必須である。 
しかし，沿岸海域での重要な物理過程が持つ時間スケールに比して，月一度の観測間隔は十分

とは言い難い。測流データの不足に加えて，このような観測密度の時間的な粗さが，沿岸海域の

物理過程に対する我々の理解や，数値モデリングの高精度化を阻む一つの要因となってきた。例

えば，成層強度は沿岸生態系を支配する重要な因子であるが（Simpson and Sharples, 2012），

おそらくは数日以内に進行する，成層の発達や崩壊の時間発展を密にとらえる観測は，極めて困

難である。波浪に伴う海浜流や物質輸送，さらには吹送流や ROFI（Region of Freshwater 
Influence; Simpson, 1997）には，週以下の時間スケールを持つ気象擾乱に追随して，短周期変動

が卓越するだろう（e.g., Hsueh, 1988; Whitney and Garvine, 2005）。また，黒潮前線の不安定

に起因する急潮は，数日から半月程度の時間スケールを持つ物理過程である（Isobe et al., 2010）。
確かに衛星観測は日データを提供するが，マイクロ波による水温観測（5 節）は，空間解像度が

粗すぎて沿岸海域には使えない。一方で熱赤外画像は，しばしば雲域で観測が中断されて，時々

刻々と変化する沿岸海域の海況観測には向いていない。このように，現在の観測スキームの中で、

我々の捉えられない物理過程が，沿岸海域にはあまりにも多い。物理情報の曖昧さは，沿岸海洋

における海洋化学や生物学にも波及してしまう。目先の海は実のところ観測の空白域なのであ

る。 
それでも，パフォーマンスの向上著しいコンピュータと，インターネットを介した高密な気

象・海象データの提供が，沿岸海域においても高解像度の海洋循環モデリングを可能にしたこと

は，最近 10 年間での大きな変革であった（e.g., Chang et al., 2009）。しかし，高解像度のモデ

リングも，現在の観測網の粗さでは精度検証に難があり，依然として沿岸海域の研究は大きく制

限されている。以上の理由により，物理 SG における議論は，沿岸海域における物理過程の研究

には，沿岸海域に特化した新たな観測技術の開発や観測スキームの構築が必要との結論に至った。

高品質の観測データで精度が検証されてこそ，海洋循環モデルも沿岸過程の研究に威力を発揮す

るだろう。加えてモデルの高度化には，モデル解像度に適合した細密な水深や海上風データの整

備も重要である。 



5 
 

衛星海面高度計と Argo による海洋観測は，日々の海洋再解析データの提供に道を拓いた

(Miyazawa et al., 2008, 2009)。これを利用することで，外洋循環に関する研究は今後大きく進

展するだろう。沿岸海域における海洋物理研究の進展のためには，狭領域を解像できる

COMPIRA のような新型衛星高度計の開発を強力に支援すべきである。そして，漁業や海運に需

要の多い海域でも運用できる，沿岸用のプロファイリングフロートやグライダー観測の技術開発

を推進し，これらを活用した新たな観測スキームの設計に着手すべきである。また，周囲を陸に

囲まれた沿岸海域では，多数の短波海洋レーダーによる観測網の構築も可能であろう。これらの

データ群を統合的に同化した，格子幅 100 m以下の超高解像度海洋再解析データにより，わが国

の全沿岸海域を網羅する構想を提案する。 
沿岸の海洋物理学とは，地先の海で渦の強弱を論じるような，箱庭的な海流情報のコレクショ

ンではない。時空間変動が大きな浅海域においてなお，普遍性を求める科学の一分野である。超

高解像度の沿岸再解析データが与える「ありのままの」海洋を探求することで，力学過程に対す

る普遍的な理解は飛躍的に進むことだろう。さらには，再解析データや，これを初期条件とした

予報モデルを利用することで，海洋化学や生物学への情報提供といった学術的要請の他に，流木

や海難者，あるいは放射性核種などの緊急性を要する漂流予報，漁海況予報，潮汐・潮流発電の

効率解析，燃料消費の少ない航路設定など，幅広い社会的要請に対して，沿岸の海洋物理学は力

強く応えることができる。 
 
３．縁辺海 
 
 日本近海の東シナ海・日本海・オホーツク海などは，太平洋の縁部に位置する「縁辺海」であ

る。列島や陸棚斜面などによって大洋から切り離されているため，地形の影響を受けた時空間ス

ケールの小さい複雑な現象が卓越したり，長江やアムール川などの河川水の影響を強く受けたり

（Senjyu et al., 2006; 白石, 2011）と，2 節の沿岸域と似た性質を有している。その一方で，太

平洋と直接接続する比較的広域な海として，縁辺海の変動は中緯度（5 節）や極域（6 節）の変動

と相互に密接に関係している。さらに，日本海固有水など深層（7 節）の水塊形成量の長周期変

化なども報告されるなど（Minami et al., 1999; Cui and Senjyu, 2010），幅広い海洋物理学的課

題が縁辺海には集約している。 
 近海である縁辺海は，日本の短期気候変動に対して能動的に果たす役割が大きい。例えば，梅

雨フロントの位置や強さ，日本海側の冬期の降雪量，北海道での流氷の増減などは，それぞれ東

シナ海・日本海・オホーツク海の海面熱フラックスと密接な関係があることが知られている

（Moteki and Manda, 2013; Hirose and Fukudome, 2006; Hirose et al., 2009; Ohshima et al, 
2006）。従って，これらをいかに正確に把握するかが，短期の気候予報には重要となる。一方，

長期の気候変動という観点では，縁辺海は大洋に比べて容積が小さいため，一般に気象外力の変

化に対する受動的な応答が速い。このため，縁辺海を適切にモニタリングすることで，早期に長

期気候変動の兆候を抽出することが可能になると期待される。 
さらに，縁辺海は近海漁業の中心的漁場であり，流況を生物・化学的分布とともに把握するこ

とが社会的な要請となっている。特に，近年の東アジア域の急速な発展にともない，漂流性の海
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洋投棄物や汚染物質の移流や，大型クラゲなどの生物種の移動といった環境圧が東シナ海や日本

海で問題となっているなど（滝川ら, 2010），縁辺海の流況把握は火急の課題である。さらに，

黒潮の前線波動や流軸移動による外洋亜表層水の東シナ海への供給や（Isobe and Beardsley, 
2006; Guo et al., 2006），台風通過時の表層混合による有光層への栄養塩の供給（Siswanto et al., 
2009），大気経由での縁辺海への物質輸送（Uno, 2010）など，物理・生物・化学・気象といっ

た分野の垣根を越えて協力して取り組むべき課題も多い。 
 しかしながら，上述したように縁辺海では時空間スケールの小さな現象が卓越するため，スナ

ップショット的な単発の観測では流況をうまく把握できない。また，着底の危険性や着岸する頻

度の高さから，現行の Argo 観測網の充実も期待できない。このような問題点は沿岸域と同じだ

が，沿岸域よりもずっと広域で，しかも陸地からも離れている縁辺海では，全域を把握すること

がより困難である。さらに深刻なことに，縁辺海は複数の国の領海を含むため，観測域に強い制

約がかかっている。近年では，東シナ海の尖閣諸島，日本海の竹島，オホーツク海の北方領土な

ど，複数の国と領有権の主張が交錯する海域での観測が特に難しくなっている。このように，観

測的海況把握への現業面での強い要求と，観測の現実的な困難さとの不整合が，縁辺海の最大の

特徴であると言える。 
逆に，国際協力観測体制が整うと，縁辺海の理解は格段に進む。ソビエト連邦の崩壊後に日本

海で日・韓・露の国際共同研究（CREAMS）が行われ，はじめて日本海全域の流況や，深層水の

形成・分布・経年変化までが記述できるようになった（Takematsu et al., 1999a,b）。さらに，

オホーツク海での東カラフト海流の日露米共同観測（Mizuta et al., 2003）や，東シナ海の流入出

口である台湾海峡と対馬海峡での流量モニタリングなど日台・日韓の共同観測による成果もあが

っている（Takikawa et al., 2005; Fukudome et al., 2010）。また，こうした観測値をもとに数

値モデルの改良も行われており，ナホトカ号タンカー重油流出事故や，大型クラゲや漂流ゴミの

追跡などに利用されてきた（Yoon et al.,2010; Yanagi, 2010）。こういった特性を踏まえると，

縁辺海における今後の方策として，以下の 2 項目の遂行が必須である。 
まず，継続的で頻繁な現場観測が必要である。これらは，小さな時空間スケールの現象が分離

できるほどの頻度で，かつ長周期の気候変動が検出できるように長期間継続しなければならない。

可能ならば国際共同観測が望ましいが，少なくとも日本の領海内だけでも，例えば各県の水産試

験場や，気象庁や水産庁などの現業官庁が行ってきた定線観測などを，今後も長期間にわたり維

持し続けることが重要である。加えて，各機関が別々に観測を計画するだけでは時空間的に小さ

な現象を分離できない可能性があるので，観測線や観測時期を横断的に調整する機関の存在が望

まれる。こうした調整機関は，国際調整にも積極的に関与して，限られた観測資源を有効に活用

できるよう調整することが望まれる。 
 一方で，領海による制約を受けにくく，広域観測を繰り返し継続できるリモートセンシングに

よる観測を充実させることも重要である。近い将来の国家戦略として，例えば南西諸島や北海道

の海岸に多数の遠距離海洋レーダを設置することで近海域の表面流を面的に把握したり（Ebuchi 
et al., 2006; Ichikawa et al., 2013），植物プランクトンや水塊の分布の観測を可能とする海色観

測衛星を充実させたりと（佐々木ら, 2010），確立済みの技術を大規模に展開させる予算配置が

望まれる。さらに，現在 JAXA が世界に先駆けて開発している，沿岸・縁辺海での実利用観測
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を念頭においた新型衛星海面高度計（COMPIRA）が利用できれば，高い時間分解能で面的に海

面高度を計測することが可能となり，これまで不可能だった縁辺海全域の短期間の流況変動が把

握できるようになる。 
こうした観測体制の充実と客観的な海況把握こそが，日本近海の縁辺海において，海洋基本法

にある日本のガバナンスを明示する手法となるだろう。 
 
４．熱帯 
 
 熱帯海洋は太陽からの放射エネルギーの多くを受けることで海面水温が高く，そのため大気と

の活発な相互作用を通じて大気海洋システム内に大規模な気候変動モードを励起している。太平

洋のエルニーニョ現象に代表されるこのような低緯度気候変動現象は，その周辺域の気候に大き

な影響を与えるだけではなく，テレコネクションを通じて中高緯度域の気候にも大きく寄与して

いる。熱帯海洋は，このような気候変動現象の熱源として，またペースメーカーとして重要であ

る。 
 もともと熱帯域の海洋学は，中緯度域とは異なり東西流が卓越する海流系を記述し，その成因

や変動特性を明らかにすることで発展してきた（e.g., Johnson et al., 2002; Kessler et al., 2003）。
1970 年代から活発になった ENSO の研究では，1980/90 年代の TOGA プロジェクト期間を挟ん

だ時期に太平洋での熱帯観測網が発展し，変動の時空間パターンが得られるようになった（e.g., 
McPhaden et al., 1998; Wallace et al., 1998; McPhaden et al., 2010）。さらに数値モデルの発展

期とも相まって，理論，観測，シミュレーションの三位一体となった研究が展開され，エルニー

ニョ現象に対する我々の理解は深まり，半年から 1 年程度前からエルニーニョ現象の発展を予測

することが可能となってきた（e.g., Luo et al., 2008; Chen and Cane, 2008）。 
 しかし近年，更なる観測網の充実とモデルの高度化により，ENSO だけではなく，インド洋ダ

イポールモード現象（e.g., Saji et al., 1999），大西洋ニーニョや南北モードなど（e.g., Richter et 
al., 2012; Xie and Carton, 2004），異なる大洋での気候変動モードの存在とその重要性が指摘さ

れるようになった。また太平洋に関しても，従来の典型的なエルニーニョ現象とは異なり，東西

に三極構造を持つ「エルニーニョもどき」が近年頻発するようになっている（e.g., Ashok et al., 
2007）。さらに経年変動のみならず，季節変動や経年変動の長期変調，季節内変動，またそれら

の間の相互作用の研究が発展し始めたところである（e.g., Lau and Nath, 2006; Hendon et al., 
2007）。これらの新たな研究の展開は，長期に渡り継続的に得られている高精度かつ高品質の観

測データがあって初めてなし得たものである。今後の発見的研究，新たな理論や数値モデル結果

の検証，予測のための研究等の発展のためにも，現在熱帯域に展開されている TAO/TRITON，

PIRATA，RAMA の係留系アレイ，篤志船による XBT/XCTD 観測，潮位計や海面ドリフター，

Argo の各ネットワークは，継続，発展されるべきである。もちろん，人工衛星による海面での各

種観測データは，現場観測と相補的な役割を担うものであり，今後の継続性確保と時空間規模の

細密化は必須である。これまでのわが国における熱帯海洋研究への貢献を踏まえ，観測の強化，

シミュレーションの高度化を通じて更なる国際的リーダーシップを発揮することが望まれる。 
 今後 10 年程度の研究の方向性を考えれば，大きな柱は熱帯起源の気候変動モードの予測精度向
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上と予測結果を利用した気候サービスの展開となろう。この方向性は，2009 年に開かれた第 3 回

世界気候会議（WCC-3）において示され，世界気象機関（WMO）や世界気候研究計画（WCRP）
などの国際的な枠組みの中でも推進されることとなっている。そのためには，各大洋に生起する

気候変動モード間の相互の関連，異なる時間規模現象間の相互作用，大気と海洋のそれぞれにお

ける熱帯域と中緯度域との関連性などを明らかにし，それらを１つのシステムとして統一的に扱

った予測を試みる必要がある。さらに，温暖化のような気候変化の影響下で，各気候変動モード

がどのように変調して行くのか，相互の関連性がどのように変わって行くのか，テレコネクショ

ンパターンがどのような影響を受けるのかなどが重要な問題となるであろう。これらの研究を発

展させるためには，大洋規模で卓越する気候変動のみならず、赤道循環系，低緯度西岸境界流，

赤道不安定波，インドネシア通過流，大規模湧昇域などの様々な現象の理解を深めるとともに，

表層混合層過程や中深層での混合過程などの素過程の理解も必須である。そのためには，研究船

による高精度観測を軸としたプロセス研究が不可欠であり，戦略的かつ機動的な研究計画の実施

のためにも研究船の確保と効率的な運用が求められる。 
 さらに，熱帯域に見られる大規模な湧昇域は，表層と亜表層間の物質循環にも重要な役割を担

っている（e.g., Barber and Chavez, 1983; Strutton and Chavez, 2000）。そこでの物理環境場と

生物地球化学的変動との関連は，今後展開されるべき学際的研究トピックの１つとして国際的に

も注目されている。定量的な議論を行うためには，これまでの物理関連諸量に加え，係留系や Argo
などの既存の観測プラットフォームを利用した生物地球化学的観測を充実させる必要があり，技

術開発の進展も望まれる。 
 一方，季節から数年程度の気候変動予測は，その結果を社会経済活動へと結びつける段階に入

っている。社会科学的ニーズを満たすために地球化学的成果を利活用するには，双方からの歩み

寄りに根ざした学際的な連携が強く求められる。 
 
５．中緯度 
 
中緯度海洋は，黒潮・親潮などの強い西岸境界流と内部領域の弱い流れから成る亜熱帯循環お

よび亜寒帯循環で特徴づけられる。この循環に対応した，東西に非対称なボウル状の主密度躍層

が海盆スケールの成層構造を特徴づけている。これらの循環や成層構造を支配する基本的な力学

は 1980 年代までにある程度理論化されていた（e.g., Rhines and Young, 1982; Luyten et al., 
1983）。現実の海を観測し，理論と比較すること（e.g., Talley, 1988; Hautala and Roemmich, 
1994）や，数値モデルによって再現すること（e.g., England, 1993; Yamanaka et al., 1998）が，

20 世紀終盤の海洋物理学の主要な課題であった。同時に，海洋の熱・物質輸送の定量化とそれを

担うプロセスの理解を目指す研究が，気候システムにおける海洋の役割の解明のために行われて

きた（e.g., Bryden and Imawaki, 2001）。現実の海は，地衡流計算や流速計，ドリフター等に

よる流速・流量や，水温，塩分，渦位などの極小・極大層で特徴づけられる水塊の形成・分布に

よって記述され，それらの変動も議論された（e.g., Hanawa and Talley, 2001; Yasuda, 2004）。

気象庁が 1960 年代から維持してきた世界に例のない長期定線観測は，循環や水塊の変動の理解

に大いに貢献した（e.g., Suga et al., 1989; Qiu and Joyce, 1992）。世界海洋循環実験（WOCE）
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によって，1990 年代に実施された組織的な全球海洋の観測は，海洋の記述にとって画期的なも

のだった（e.g., King et al., 2001）。しかし，現実の海の時空間変動性と比べれば，定線観測は

もちろん，WOCE の観測ですら，決して十分なものとは言えなかった。この時代には，理想化さ

れた海の理論を頼りに，極めて限られた断片的な観測事実を解釈しようとしていたと言ってもい

いだろう。数値モデルによる現実の海の再現は，部分的な成功を収め始めてはいたが，限られた

観測事実との比較という枠を超えるものではなかった（e.g., Böning and Semtner, 2001）。 
21 世紀に入り，衛星による海面高度，海上風，海面水温のデータの整備・蓄積や渦解像海洋

大循環モデルの発達・普及，データ同化システムの開発などが進み（e.g., Clark et al., 2009; 
Cummings et al., 2009），海域によっては，「現実的な」，渦に満ちた日々の循環場が再現され，

ほぼリアルタイムで提供されるようになった（e.g., Hurlburt et al., 2009）。また，Argo によっ

て，海洋内部の情報が時空間的に万遍なく得られるようになった（Freeland et al., 2010）。飛躍

的に向上した現実の海とモデルが再現する海の情報は，理想化された海の理論との比較という従

来の枠を大きく飛び越えて，複雑な海洋をありのままに捉える研究を発展させているようにみえ

る。というより，爆発的に増えた情報量に対して解釈が追いついていないと言った方が正しいか

もしれない。北太平洋に関する例を挙げれば，黒潮・黒潮続流・親潮の変動（e.g., Qiu and Chen, 
2005），モード水や中層水などの水塊形成・分布過程とその変動（e.g., Oka and Qiu, 2012），

亜熱帯前線の維持・変動メカニズム（e.g., Kobashi and Kubokawa, 2012），中規模渦による熱・

水塊輸送，乱流鉛直混合，物理過程と物質循環・生態系変動の関係，西岸境界域における大気海

洋相互作用など，21 世紀の中緯度の海洋物理学研究は様々な方向に発展した。個別の現象に関す

る理解は大いに進展するとともに，現象理解の精密化・定量化のための課題も次々に生み出され

ている。必然的に，中緯度海洋全体を統一的，俯瞰的に理解しようとする研究の比率は低下して

きたとも言えよう。これは，WOCE に匹敵するような，中緯度を舞台とした海洋物理の大型国際

プロジェクトが近年実施されていないこととも無縁ではないだろう。 
過去 10 年の研究の進展に関して特筆すべき点として，Argo の構築がある。気候変動シグナル

の検出が可能な精度の水温・塩分プロファイルを全球海洋から万遍なく取得するフロート観測網

と強力なデータ管理システムからなる Argo は，海洋の状態の把握はもちろん，さまざまなプロ

セス研究や，データ同化システムの発展に革命的な変化をもたらした。広域の継続的な塩分観測

が Argo によって初めて可能となり，海洋物理の基本パラメータである塩分のデータが水温と同

じ時空間カバレッジで得られるようになったことの意義も大きい（9 節）。さらに，Argo データ

を衛星海面高度データと組み合わせることによって，飛躍的に研究が進んだ。今後の海洋研究に

とって，Argo と衛星高度計は不可欠のインフラストラクチャーと言えるだろう。 
もう一つ特筆すべきことに，大気海洋相互作用研究の進展がある。かつては中高緯度の海洋は

大気から受動的に影響を受けるだけの存在と考えられていたが，再解析データや数値実験などに

より，中高緯度の海洋も大気に本質的に重要な影響を与えていることが認識されるようになった

（e.g., Nakamura et al., 2008; Minobe et al., 2008）。このため近年では中高緯度における大気

海洋相互作用に着目した研究が盛んに行われている。西岸境界流域上では他の領域に比べて気温

の長期トレンドが大きいこと（Wu et al., 2012）や，黒潮の大蛇行が低気圧経路を変えて東京に

降雪をもたらすこと（Nakamura et al., 2012），北極域の海氷減少が中高緯度の低気圧経路に変
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化を生じさせていること（Inoue et al., 2012）が示されるなど，気候に対する中高緯度の海洋の

役割が大きいことを示す新たな知見も得られている。中高緯度に関しても熱帯域と同様に，海洋

だけで閉じるのではなく，大気も含めた包括的な理解が必要である。そのような研究を日本がリ

ードする取り組みとして，中緯度海洋が大気循環や表層環境の形成・変動に果たす役割の解明を

目指す新学術領域研究「中緯度海洋と気候」が，気象と海洋の研究者の連携のもと，2010 年度か

ら実施中である。この取り組みを，海洋サイドからも，より一層充実させることが望まれる。ま

た，この大気海洋相互作用研究のめざましい発展を支えてきた要素の一つとして，雲の影響を受

けない全天候海面水温観測を実現した衛星搭載マイクロ波放射計が挙げられる（e.g, Xie et al., 
2002）。1997 年に打ち上げられた TMI により，マイクロ波による海面水温観測が低緯度域で実

現し，2002 年からは日本が開発した AMSR、AMSR-E による全球の海面水温観測が始まった。

しかし最近，2011 年 10 月の AMSR-E 停止後，2012 年 7 月の AMSR2 運用開始まで半年以上も

の観測空白期間が生じた。マイクロ波放射計による海面水温観測および海氷観測は中緯度のみな

らず，熱帯（4 節）や極域（6 節）の大気海洋相互作用研究においても重要な役割を果たしており，

これらを維持するための取り組みが今後も欠かせない。また，衛星では観測できない気圧等を係

留が困難な黒潮などの強流上で連続的に観測する上で，ウェーブ・グライダーなどの新技術の活

用が望まれる。 
中緯度海洋に関しては今後 10 年程度も，個別の現象の理解を精密化・定量化する研究が，観測

からもモデルからも，進められるだろうと予想される。その先に，様々な現象に共通する，たと

えば乱流混合過程や中規模過程，サブメソスケール過程などの理解の一般化が見えてくる可能性

はある。また，物理過程と生物・化学過程の理解を総合化するような研究もある程度進むものと

期待される。理解の一般化や総合化は，単なる精密化・定量化を超えた新たな魅力あるサイエン

スの創出につながる可能性もある。それらの研究を進めるためには，その前提となる，これまで

に構築されてきた各種衛星観測や Argo などのモニタリングシステムを維持する必要がある。そ

の上で，船舶や係留系，グライダー等による高解像度・高精度の現場観測，COMPIRA，SWOT
など次世代の高解像度衛星海面高度計測とモデリングを組み合わせたプロセス研究を展開する必

要がある。ますます高解像度化するモデルの検証のためには，少なくともサブメソスケールを解

像する時空間解像度の観測が不可欠であろう。 

研究資源が無限にあるなら，現象理解の精密化・定量化と一般化，総合化を追求するような研

究を世界中の海で進めればよいが，現実には不可能である。そのような研究を展開する現実的な

方法の一つは，重点海域を絞って研究資源を集中投入することだろう。その際，限られた研究資

源を有効に使って，日本の海洋研究コミュニティとして大きな成果を挙げるためには，多くの研

究者がそれぞれの興味を持ち寄って貢献でき，かつ，根源的な課題の解決につながり，さらに，

社会のニーズに応えるような成果の応用が期待できるような大型プロジェクトを設定することが

望まれる。 
ここでは，そのような大型プロジェクトの対象海域として，世界の海洋の中でも特徴的な構造

をもつ黒潮親潮続流域を提案したい。北太平洋亜熱帯・亜寒帯循環の西岸境界流離岸域であるこ

の海域は，北太平洋の広範囲から海水が集まると同時に，ここに端を発する海水が北太平洋の広

域に広がっている。また，海水だけでなく，ロスビー波によって北太平洋の広範囲から力学的擾
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乱の情報が集まる。まさに北太平洋の要といえる海域である。この海域にはどのような水がどこ

からどれだけもたらされていて，それがこの海域の水温・塩分分布や，黒潮続流再循環，混合水

域などの海洋構造をどのように形作り，海盆規模から中規模，サブメソスケール，微細スケール

までの変動を生み出しているのか。それを、物理的，化学的，生物学的観点から明らかにするこ

とは，この海域に面している我が国の研究者にとって海洋科学的にも，応用面からも重要な課題

と言えるだろう。さらに，この海域を中心に据えたプロジェクトは，ここから発した海水の北太

平洋の広域へのインパクト，この海域における大気海洋相互作用の大気循環へのインパクトなど

をもターゲットに含むことで，様々な方向に発展する研究をつなぐ要ともなり得るだろう。PDO
などの気候変動の解明や，海洋の物理環境の変動が物質循環・生態系の変動に及ぼす影響の解明，

外洋域の変動が沿岸海洋環境（2 節）に及ぼす影響の解明などにもつながることが期待される。 
 
６．極域 
 
極域海洋からの重い水の沈み込みにより海洋中深層循環は駆動され，全海洋の底層に広がる南

極底層水は全海水の 30－40％を占める（Johnson, 2008）。北太平洋においては，最も重い水がオ

ホーツク海の高海氷生産により作られ，中層（200～800 m）に潜り込み，同時に生物生産を決め

うる鉄分も輸送される（中層鉄仮説; Nishioka et al., 2007）など，重要な物質循環を伴っている。

極域・海氷域は気候変動に対して鋭敏な海域であり，海氷減少など温暖化を加速する地域でもあ

る。また，南極底層水の高温化・低塩化（Aoki et al., 2005; Purkey and Johnson, 2010）や北太

平洋の中層水の高温化（Nakanowatari et al., 2007）が明らかになり，中深層循環の弱化の可能

性も指摘されている。西南極では，海洋による氷床・棚氷の融解が増加しており（Pritchard et al., 
2012），これがさらに加速すると，深層循環弱化だけでなく，他の要因を凌駕する海面水位上昇

をもたらすことになる（Rignot et al., 2011）。南大洋が CO2のシンクであること（Sigman and 
Boyle, 2000）を含めて，長い時間スケールの気候変動においては、極域海洋は最重要因子である。

一方で，すでに北極海で顕著な海氷減少は，海洋循環の強化（Shimada et al., 2006）やアルベド

フィードバック効果を介し急激な気候変動をもたらす可能性を有しており，その定量的な解明が

早急に求められる。 
 このように極域海洋は，海洋大循環，物質循環，そして気候変動にも鍵を握る海域である。し

かしながら，海氷の存在により衛星観測（海面高度計など）や Argo のフロート観測が困難な海

域でもあり，観測データは中低緯度に比べると圧倒的に少ない。極域海洋の不理解が全球の海洋

循環や気候システムの理解を律速しているとも言える。従って，中低緯度海域以上に現場観測が

必要とされているが，北極海や南極海の現場観測は一国のみで行えるのもではなく，国際連携が

不可欠である。以上のことは国際的にも認識され，国際北極科学委員会（IASC），南極研究科学

委員会（SCAR）にて国際連携が推進されている。また近年，欧米諸国以外でも，中国，韓国，

南アフリカといった国々が次々と専用の砕氷観測船を建造し，国際的に大きく貢献し始めた。対

照的に日本は未だ砕氷観測船を保有するに至っておらず，科学的貢献についての相対的衰退が懸

念される。わが国は，南極観測で使用されている「しらせ」を保有しているが，自衛艦であり国

際法上の軍艦である。そのため，沿岸諸国に囲まれた北極海での活動は困難である。また，輸送
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業務を第一目的としており，2009 年に「新しらせ」になってからは CTD アーマードケーブルな

どの海洋研究に資する基盤観測設備すら有していない。わが国においても砕氷観測船を保有すべ

きときに来ている。海洋・大気といった気候変動分野を中心に，関連する北極海航路の利用可能

性と航行システム構築に関する工学分野、古環境、固体地球分野などとも連携し，オールジャパ

ンで最大限に有効活用できる砕氷調査船建造を推進することが望ましい。砕氷船を保有する北極

海沿岸諸国の主たる観測海域が領海・EEZ を中心とした沿岸域に集中しており，海氷減少が進む

外洋域の観測調査は減少している。非北極沿岸国ではない日本が砕氷調査船を有し，ニュートラ

ルな立場で権益にとらわれない科学調査を主導することは，今後の北極研究および気候変動研究

に対し極めて重要な意味を持つ。今まで日本が先見して研究してきた、海氷激減のコア海域であ

る太平洋側北極海に特化した観測を行えば，海氷激減の原因解明（Shimada et al., 2006），生態

系も含めた影響評価（Yamamoto-Kawai et al., 2009）を世界に先導して進めることになろう。ま

た，重要性が認識されたばかりでまだ手つかずの海洋－棚氷相互作用に関わる観測を，太平洋深

層水とその変動の源にもなっているロス海や東南極（Fukasawa et al., 2004; Masuda et al., 
2010）で集中して行えば，後で述べるモデル・衛星研究と連携することで世界を先導する研究と

なりうる。 
 それに加え，海氷域でも観測できる新しい技術（例えば自律型無人潜水機・耐氷プロファイリ

ングフロート; Kikuchi et al., 2007）の開発も進める必要がある。極域観測技術について日本は，

利用ファシリティとなる砕氷観測船を有しなかったがために，後れを取っている。しかし，深海

探査を中心とした測位技術，音響通信技術等は世界トップレベルであり，世界を先導するポテン

シャルは十分有している。日本が極域海洋研究においてまず先導しうるのは衛星観測である。日

本が開発したマイクロ波放射計 AMSR は今や海氷研究の生命線となっている（AMSR2 が 2012
年度より運用開始）。このデータにより，毎日全球で高分解能の海氷分布・薄氷域分布・海氷漂流

データなどが導出可能であり，これら衛星のアルゴリズム開発においても日本は先導的な研究を

行っている（Nihashi et al., 2009）。また，下に示すモデル研究との連携も開始されており，統合

することで，世界を先導する研究をさらに発展させることが可能である。海洋学会は，世界に誇

りうる衛星観測が強化，継続されるよう，AMSR2 の後継機開発も含めて強く要望していくべき

である。 
一方で，上記のような観測の発展を加味しても，極域では観測データの急激な増加は望めない。

極域海洋は数値モデル研究がより重要な位置を占める海域と言える。近年の計算機資源とモデル

開発の大きな進展により，今や数値海洋モデルは観測データを補完するという意味において実用

に足る道具となりつつある（Matsumura and Hasumi, 2010）。しかし，極域海洋では，海洋構

造や氷厚の季節変動が十分再現されていないなど，現場観測および衛星観測を活用したプロセス

の理解，そしてモデル改善やさらなる開発が必要である。モデル開発や計算機資源に関して日本

は世界に誇る先導性を持っている。これら数値モデル研究に，現場観測，衛星観測，それらの同

化を融合した研究を世界に先駆けて行うことが望まれる。日本は極域海洋分野に関して，観測，

衛星，モデル研究者間での交流が極めて活発であり，発展の土壌は整っている。極域海洋は海氷・

氷河・棚氷などの雪氷プロセスが複雑に絡みあっており（Hellmer et al., 2012; Tamura et al., 
2012），それらの相互作用は気候システムの中で未解明のまま残されている要素の一つである。
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雪氷との相互作用を含めたモデルの開発なども今後取り組むべき課題である。北極海における海

氷激減や西南極の海洋による氷床後退など，わが国の衛星観測（例えば、AMSR-E、ALOS 等）

により雪氷域の大きな変化が明らかになった今日，海氷分布変化に伴う大気循環場の変化，水位

上昇，南極底層水淡水化による深層循環の変化等，科学的にも社会的にも重要となる気候変動の

理解・予測に対し，砕氷調査船や既存の耐氷研究船・練習船による現場観測，衛星によるモニタ

ー観測，モデル開発の三位一体の体制と，その推進を司る拠点形成が重要となる。 
 
７．深層 
 
大きな熱容量を持ち大量の溶存物質を保持する海洋深層は気候の安定性や長期・大規模変動を

大きく左右する要素であり，気候変動に関する政府間パネル（IPCC）評価報告書においても深層

循環の将来変化が重要なトピックとして扱われている（IPCC, 2007）。 
全球規模の深層循環は熱塩循環として駆動され，大陸縁および縁辺海内のごく狭い少数箇所に

おける下降（深層水形成）と広大な外洋における上昇，およびそれらの間をつなぐ水平流からな

る。このうち観測によって流れが直接捉えられているのは，深層水形成領域のうちいくつかにつ

いての外洋への高密度水流出（e.g., Dickson and Brown, 1994）や，深層海盆間の海峡通過流（e.g., 
Kawabe et al., 2005）など，ごく限られた部分のみである。全球的な深層循環の経路の把握は主

に各種トレーサーの分布に基づいているのが現状であり，不明な部分が未だに多く残されている。

深層水形成領域に近い大西洋や南大洋ではクロロフルオロカーボン（CFC）などの人為起源トレ

ーサーが経路と流量の推定に有用であるが（e.g., Orsi et al., 2002），人為起源トレーサーが未だ

到達しない太平洋深層では実態把握が遅れている。特に，北太平洋に流入した深層水が上昇して

南に戻る経路については，概容さえ把握できていないのが実情である（e.g., Kawabe and Fujio, 
2010）。 
気候の温暖化に伴う海洋の変化という観点から，深層水形成領域における水塊の密度低下（e.g., 

Aoki et al., 2005）や，外洋における深層水温上昇（e.g., Fukasawa et al., 2004）などが近年多

く報告されている。しかしながら，上述の通り深層循環の実態把握が不足している現状では，外

洋における深層の変化がどのような物理に基づいているのかを明らかにすることができず，観測

される変化が気候の温暖化とどのような因果関係にあるのかについての確証が得られない。いま

改めて，深層循環の全貌を知るための基礎的な研究を推進する意義があるのではないだろうか。 
深層の係留観測結果には大きな流速変動が常に見られるが，従来の空間的にまばらな係留系群

ではその変動がどのような物理現象を捉えたものか判断できない（e.g., Yanagimoto et al., 2010）。
一方，近年の高解像度モデリングは深層が渦運動に満ち溢れていることを示し，さらにはそうし

た渦運動が数 cm/s を越える強い平均流を大洋規模で作ることも示唆している（Nakano and 
Hasumi, 2005）。また，深層水の流量と裏腹の関係にある深層水塊の変質においても，渦運動と

それに伴う非線型過程が重要であることがモデリングによって示されている（Urakawa and 
Hasumi, 2012）。熱塩循環の力学的理解は，鉛直移流拡散バランスと惑星渦度バランスという，

古典的な定常線型力学の枠組みに未だ留まっている。深層循環の理解をさらに発展させるために

は，深層の変動性を取り込んだ新たな枠組みが必要である。深層水の上昇をもたらす要因である
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乱流混合を含めて深層における変動現象を時空間的に詳細に観測し，その観測よって検証された

モデリングと連携することで初めて，そうした新しい深層循環像を描くことが可能になるであろ

う。 
全球規模深層循環は，乱流混合・鉛直対流・メソスケール渦・大規模海流と，ミクロスケール

からマクロスケールまでを包括する現象である。その統一的な理解に向けて，異なるスケールを

持つプロセス間の相互作用を解き明かす必要がある。全球規模深層循環はまた，特に深層水形成

領域における塩分に敏感な現象であることが知られており，気候の淡水循環や氷床との相互作用

という観点からの深層循環像を確立する必要もある。深層循環は古海洋・古気候を考える上でも

重要な要素だが，現在とは全く異なる深層水形成・深層循環レジームを持つ状態について信頼の

おける議論を行うためにも，そうした理解が欠かせないであろう。日本の海洋研究コミュニティ

としては，実態把握が最も遅れている北太平洋を中心として研究を推進することが，地理的な利

点を活かす意味でも，国際的な先進性獲得の観点からも，好ましいであろう。 
そのためには，高精度観測と高解像度大規模モデリングをますます推進する必要がある。高精

度観測の基盤となるのは船舶観測や係留観測であり，これまで観測が不足していた地域に対して

それらを展開することはもちろん必要であるが，船舶・係留観測がカバーできる時空間範囲がき

わめて限定されることを前提として，他の機動的な手段による観測やモデリングとの同時展開と

いった複合的なアプローチが今後は必要であろう。例えば，大規模な時空間構造の把握には大深

度型フロートを用い，船舶・係留観測の資源はその中の特徴的な時空間構造を詳細に捉えるため

に集中的に投入するといったアプローチが考えられる。その際，船舶・係留観測を設計するため

には高解像度モデリングの結果を活用することが必須であろう。深層の高解像度モデリングには

大きな計算資源が必要であり，深層研究の基盤としては大規模計算資源の確保も重要な要素であ

る。 

 
８．海面 
 
 2～7 節で論じた各海域の循環は海面における熱・淡水・運動量フラックスにより駆動され，そ

の結果形成される海面水温分布を通じて大気循環を駆動している。海面のラージスケールの凹凸

は表層循環を反映し，衛星による海面高度計測は現在の海洋物理学に不可欠の存在となっている

が，一方で近年の地球温暖化に伴う海面上昇は深刻な社会問題となっている。本節では海面に関

わる今後の重要研究課題として，海面上昇，および，海面過程に重要な役割を果たす海洋波の 2
つを論じる。 
 
8.1 海面上昇 
 
海面上昇は，地球温暖化に伴う海水温の上昇と陸上の氷河・氷床の融解による海水の増加によ

って生じ，将来はその上昇速度を一層速めると推定されている。全球的な海水温の上昇は，海洋

表面の水温上昇が高緯度から低緯度にいたる様々な水塊の形成やベンチレーションを通じて海洋

中に波及することによる。IPCC 第 4 次報告書では，1980～1999 年を基準とする 2090～2099 年
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の全球平均の海面上昇は 18～59 cm と見積もられている（IPCC, 2007）。ただしこの推定には氷

床の力学的な流動が含まれておらず，その効果が導入されるであろう第 5 次報告書ではより大き

な上昇量となる可能性が高い。従来の研究では，全球平均の水位上昇の同定と原因特定，また特

に衛星高度計期間の水位上昇トレンドの空間構造がどのような外力によって生じて来たのかに焦

点が当てられてきた。全球平均の海面上昇における最大の不確定性要因は氷河・氷床の減少で，

氷床融解は主に海洋によってコントロールされている（Pritchard et al., 2012）。2000 年以降南

極やグリーンランドの氷床が加速度的に融解していること（Rignot et al., 2011）や，21 世紀内

に海の変化により南極の巨大棚氷が大崩壊する可能性（Hellmer et al., 2012）を考えると，氷床・

海洋相互作用という海洋物理学にも新規なテーマは、海面上昇においても今後の最重要課題の一

つとなろう。 
今後は World Climate Research Programme（WCRP）が掲げる，6 つの grand challenges の

1 つが Sea-Level Rise and Regional Impacts となっていることで表されるように（11 節），より

詳細な地域毎の海面上昇の理解と予測が進められる見込みである。海面上昇は，社会に深刻な影

響を与え得る。それらの影響には，満潮水位以下の地域の増加と高潮の頻発，砂浜の流失とそれ

による生態系の亡失を含めた多面的な影響，さらに島を失うことによる領海・EEZ の著しい縮小

などがある。たとえば，30 cm の海面上昇で砂浜の 57%が，65 cm では 82%もが失われるという

推計もある（三村ら, 1994）。今後の海面変動・変化を合理的に予測し，それを社会に伝えていく

ことは，我が国の海洋学にとって最も重要な責務の一つであろう。 
海面上昇は全球一様に生じるわけではなく，その空間構造は大規模場では表層海流の変化と強

い関係がある。表層海流は風によって駆動される効果が大きいため，海面上昇の空間構造は将来

の風応力がどのように変化するかに大きく依存する。将来的な風の場の変化をその不確定性を含

めて推定するには，将来予測およびプロジェクションを行っている気候モデルの出力を解析する

ことが有効である（e.g., Suzuki and Ishii, 2011; Sueyoshi and Yasuda, 2012）。ただし数値モデ

ルで計算はできても，その妥当性を評価するにはどのように平均場が成立するかの理解が不可欠

である。その点ではベンチレーション・サーモクライン理論（Luyten et al., 1983）で基本的な理

解が可能な亜熱帯循環以上に，不明な点が多い亜寒帯循環の力学を明らかにすることが重要であ

る。 
現在 IPCC に用いられている数値モデルでは，黒潮や親潮などが十分に再現されておらず

（Meehl et al., 2007），現実的な海流の再現にはダウンスケールが不可欠である。さらに，大規

模場での海面上昇や海流の変化が明らかになったとしても，社会的に重要な陸岸での海面水位変

化がただちに判明するわけではない。特に，黒潮や親潮などの強流が陸岸に近接する場合に，そ

れらの海流よりも岸側の水位がどのように決定されるのかは将来のみならず現在についても明ら

かではない。これは，陸岸では潮位の長期観測がなされているものの，そこから沖合にいたる海

面水位の連続的な観測を行う手法が未開発であって，水位観測の空白域となっているためである。

当然，沿岸域の数値モデルが水位を正しく再現できるかどうかの検証も不可能である。さらに温

暖化に伴う水位上昇だけでなく，数年から数十年の時間スケールでは，ENSO や PDO などの様々

な気候モードが大きく影響し（e.g., Sasaki et al., 2008; Behera and Yamagata, 2010），また数

時間の高水位で生じ得る高潮災害などについては海洋渦および台風や低気圧という様々な要因が
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重要な役割を果たす。したがって我が国の陸岸での海面上昇問題は，全球平均の海面上昇に加え

て，熱帯からのテレコネクションおよび中緯度大気海洋システムに起因する大気循環変動がどの

ように，中緯度の亜熱帯・亜寒帯循環を含む海洋循環を変化させ，それがどう黒潮・親潮などの

岸近くを流れる海流を変え，縁辺海および沿岸域の海況，さらに短期の海洋・気象擾乱の性質変

化も含めて実際の陸岸の水位にどう影響するのかという非常に総合的な問題である。 
したがって，陸岸における海面水位変化とそれに重なる変動の理解と将来予測のためには，気

候モデルのさらなる改善と高解像度化，複数気候モデル結果に基づく海洋領域モデルおよび大気

海洋結合領域モデルによるダウンスケーリング，様々な要因との関係を明らかにする数値実験や

データ解析，既存の潮位計観測ネットワークおよび Argo 観測網の維持，そして上記の観測空白

域を埋めるために，陸岸付近まで観測可能な次世代高度計衛星である COMPIRA および GPS や

ウェーブ・グライダーなどを活用した新しい現場観測手法の開発とそれによる観測の実施，その

データ収集解析体制の確立が不可欠である。さらに，前述（2 節）の沿岸域に関する格子幅 100m
程度の超高解像度の沿岸再解析データと，その基盤となる沿岸域に特化したプロファイリングフ

ロートやグライダーの開発，HF レーダーの展開などをも，総合的に用いることで，今後大きな

影響をもたらすことが予想される気候変化が，海面上昇および他の経路を通じてどのように我が

国陸岸およびその周辺域に影響をもたらすかの予測を行うことが期待される。これらの活動や技

術開発を通じて，海洋学は日本のそして世界の社会に貢献することができるであろう。 
 
8.2 海洋波 
 
海洋波はその生成過程から風波（wind wave）と呼ばれるが，近年は局所的な風の影響を受け

る風浪（wind sea）と遠方から伝搬するうねり（swell）に分けて表現される。沿岸海域では，う

ねりによる質量輸送と砕波に伴う運動量輸送から，海浜流が形成される（2 節）。浅海域での海浜

流や高潮による海浜地形の変形による，生態系の破壊，島の喪失による領海・EEZ の縮小は，回

避すべき喫緊の課題である。一方，大水深において海洋波は，大気接地境界層や海洋表層混合層

における乱流形成に重要な役割を果たす。熱，運動量，CO2 などの大気海洋間フラックスは，海

洋波による機械的混合により促進される。しかし，海洋波自体が風により生成され，海流の影響

を受けるので，大気・海洋・波浪は本来分けて考えられるものではない。そのような観点から，

縁辺海，熱帯，中緯度（3～5 節）の大気海洋相互作用における海洋波の能動的な関与の重要性を

改めて考える必要がある。また，多くのリモートセンシング計測において，海洋波の果たす役割

は明確である。衛星海面高度計（有義波高・海上風），衛星散乱計（海上風），短波海洋レーダー

（海流・有義波高）など，海洋波の電磁波散乱特性を利用する計測機器の精度向上のためには，

海洋波の新しい知見が必須である。 
過去 10 年間の研究成果は，従来の海洋波の描像を書き換えようとしている。外洋に突発的に発

生するといわれるフリーク波の研究を通して明らかとなったのは，複雑な気象条件下で波浪スペ

クトルが絶えず平均的描像からずれ，波浪場が豊かに変化している状況こそが自然ということで

ある（Tamura et al., 2009; Waseda et al., 2011）。また，海洋表層での乱流形成について興味深

い研究の進展があった。海洋波と背景乱流との相互作用や，波の運動そのものによる乱流遷移の
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可能性が室内実験や観測から指摘され（Babanin and Haus, 2009; Dai et al., 2010），海洋波に起

因する乱流形成が混合層厚さ程度まで深く浸透する可能性が指摘された（Qiao et al., 2004; 
Toffoli et al., 2013）。さらに，今世紀に入り，16m を超える有義波高や 30m を超える巨大波が観

測されている（e.g., Liu et al., 2009）。このような歴史的な計測が計測技術の向上に起因するもの

なのか，長期的な変動・変化を示唆するものなのかは明らかでないが，長期観測データからも気

候変動や長期トレンドの兆候は見えてきている（Young et al., 2011）。一方，強いハリケーンや台

風の発生頻度が増えている可能性も指摘されている。強風下における海面フラックスについて大

きな修正が施されたが（Powell et al., 2003），それは，波浪による海面岨度の変化，しぶきの影

響，強い湧昇による海面水温の変動など，局所的な大気・海洋・波浪相互作用の複雑さを示唆し

ている。海面における運動量や CO2ほかの物質に関する交換係数には，今でも風速のみに依存す

る簡便なバルク係数が用いられることが多いが，実測からはうねりや砕波の影響などが明らかに

されている（Suzuki et al., 2010）。実用面では，波力発電の実用化が喫緊な課題であり，波力パ

ワーの資源量推定のために，新しい計測やシミュレーションが行われ，沿岸域における波浪・海

流相互作用など，興味深い知見が得られるようになってきた。そうした，局所的な波浪の特性は，

舶用レーダーによるリモートセンシング（WAMOS など）や GPS 波浪観測など波浪計測技術の

向上に伴い，直接計測できるようになってきている。 
このように近年，大気海洋結合過程における海洋波の能動的な役割が見直され，気候モデルや

領域結合モデルに積極的に海洋波が取り入れられるようになってきたが，大胆なパラメタリゼー

ションに依存せざるを得ず，物理過程の定量化には改善の余地が多く残っている。そうした中で，

波浪の基礎理論の見直しにつながるような古くて新しい研究課題がいくつもある。波浪の粒子運

動に伴う乱流遷移は，ポテンシャル理論による波動解そのものの限界を示唆しており，今後は，

第三世代波浪モデルの根幹をなす 4 波共鳴や安定性理論に基づく風波生成機構を見直す研究が必

要である。海洋波と海流の相互作用は Stokes Coriolis 項，Vortex Force 項や TKE Stokes 
Production 項として海流モデルに取り入れられるが（McWilliams et al., 2004; Ardhuin et al., 
2008），砕波を伴うような海洋波における流体粒子のラグランジェ的な運動をストークスドリフ

トの足し合わせで表現することには疑問があり，海洋波の本質的な非線形性や粘性の効果を考慮

する必要がある。そして，新たな海洋波の知見を積極的に大気海洋間における運動量・熱・水・

CO2等フラックスのパラメタリゼーションに取り入れる必要がある。 
こうした研究課題の解決のためには，まず現場観測の充実が必要である。海上の安全，気候変

動，台風予測などに応用される海洋波の情報は数値計算に依存しており，衛星海面高度計による

有義波高計測は波の進行方向に関する情報を含まない。GPS を利用した簡便な波浪計測が実現し

た今，漂流型波浪ブイの大規模な展開が望まれるが，Argo・ドリフターの複合利用による波浪計

測も考えられる。合成開口レーダー，舶用レーダー，沿岸レーダーなどリモートセンシング技術

による観測の充実も期待される。海面フラックスの定量化には海洋観測塔や風洞水槽の果たす役

割も未だ大きいであろう。新しい計測法を用い，新たな計測機器を開発することで，大がかりな

観測では得られない大気海洋相互作用の微細な構造に関する新しい知見が得られることを期待す

る。シミュレーションについては，位相解像モデルを波浪予測に利用することが現実化すること

を期待する。このモデルは大気・海洋との結合過程を直接解き，海面フラックスを直接推定する。
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これまでの知見，新たに得られる知見が集約された第 4 世代波浪モデルの構築が今後 10 年で進展

することを期待する。 
 
９．塩分 
 
塩分は水温とともに海水密度，ひいては海洋循環を決定する，海洋物理学の最も基本的なパラ

メタである。塩分の密度に対する寄与は低温域で大きいため，高緯度海洋の物理構造およびそこ

を出発点とする中・深層循環に対しては特に塩分の変動が重要となる。また，沿岸域，季節海氷

域，熱帯降雨帯では表層塩分が淡水供給で極端に下がるため，密度成層への塩分の寄与が大きく，

表層塩分は大気海洋相互作用にも関与することになる。さらに，海面付近の塩分分布は淡水フラ

ックスを強く反映するため，水平移流の小さい海域の表層塩分を淡水フラックスの推定精度向上

や水循環研究に用いたいという期待も大きい。 
しかしながら，20 世紀の間，塩分の観測データはその測定の難しさゆえ，水温データに比べて

圧倒的に不足し，海洋の物理変動は主に水温によって記述されてきた。それでも，WOCE 
Hydrographic Program の測線データと歴史的データの比較から各大洋の亜熱帯と亜寒帯の塩分

コントラストの強化が示され，水循環の強化が示唆されてきた（e.g., Wong et al., 1999; Curry et 
al., 2003）ほか，熱帯域を中心に係留ブイや篤志観測船などにより塩分の時系列観測が数少ない

ながらも行われ，季節・経年変動やバリアレイヤーの挙動などが調べられてきた（e.g., Delcroix 
and Henin, 1991; Delcroix and McPhaden, 2002）。そのようなデータ不足の状況が 2000 年に開

始された Argo 観測網の構築により一変し，全球の大多数の海域において表・中層塩分の季節・

経年変動を調べることが可能となった（e.g., Ren and Riser, 2009; Dong et al., 2009; Ren et al., 
2011）。また，Argo データと歴史データの比較からも全球水循環の強化が示唆された（e.g., Hosoda 
et al., 2009; Roemmich and Gilson, 2009）。さらに，2009 年には欧州の MIRAS/SMOS，2011
年には米国の Aquarius/SAC-D という海面塩分センサーを搭載した衛星が相次いで打ち上げられ，

海面塩分が面的にモニターされ始めている（e.g, Lee et al., 2012; Nyadjro et al., 2012）。2014 年

以降には全球降水観測（GPM）計画の衛星が打ち上げられ，熱帯のみならず全球で高精度の降水

観測が実現する見込みである。このように過去 10 年間で塩分研究を取り巻く環境は劇的に改善し，

ようやく水温・塩分の両面から物理変動を記述し，そのメカニズムを探ることが可能となった。

また，全球水循環に対する海洋の役割解明に向けた研究の素地が整った。 
今後 10 年間で，これまで主に水温を用いて記述されてきた海洋物理変動が水温・塩分の両面か

ら再構築されるであろう。とりわけ，北太平洋亜寒帯域のように塩分が密度躍層を形成している

海域においては，白紙に近い状態からのスタートであり，物理構造の変動だけでなく，それが表

層への栄養塩供給といった生物地球化学過程に与える影響の研究にも大きな進展が期待される。

熱帯域や亜熱帯域においても，表層循環や大気海洋相互作用に果たす塩分の役割を定量化する必

要がある。観測的研究のみならず数値モデルにおいても，上で述べた時空間的に密なデータの登

場により，淡水フラックスや表層塩分再現性の改善が期待される。今後，各海域において Argo・
衛星観測に基づきラージスケールの表層塩分変動を調べるとともに，時空間スケールの小さい現

象を対象としたプロセス研究を船舶やグライダー等を用いた現場観測と高解像度モデルにより行
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い，全球水循環に対する海洋の役割解明につなげることが望ましい。そのような取り組みが最近，

北大西洋亜熱帯の塩分極大域においては米国の SPURS（Salinity Processes in the Upper Ocean 
Regional Study; http://spurs.jpl.nasa.gov/SPURS/）プロジェクトのもと，始められている。我

が国においても太平洋を主な対象とした表層塩分過程の大型研究を実施することを提案する。 
そのような塩分研究のためには，これまでの Argo・衛星・係留ブイ・篤志観測船による広域観

測網とプロセス研究を行うための大型研究船・大型計算機の継続・発展が必要である。船舶によ

るプロセス観測を補完するために，グライダーの活用も促進すべきであろう。なお，北太平洋の

塩分研究を行う上で重要海域である東カムチャツカ海流・親潮域やオホーツク海では排他的経済

水域の問題で観測が難しいため，国際協力体制の構築や海面塩分衛星の高緯度域への発展が望ま

れる。さらに長期的には，深層循環およびその出発点である極域における塩分変動を明らかにす

るために，Argo や衛星観測の極域への展開や現在開発中の大深度型フロートの全球展開が目標と

なる。 
 
１０．必要とされる研究基盤 
 

2～9 節では今後 10 年程度の研究の方向性とその遂行のために必要な研究基盤を論じた。各海

域で必要とされる研究基盤には共通点も多いため，本節において，維持・発展すべき既存の研究

基盤と，それらを基礎として構築すべき新たな研究基盤に分けて整理したい。 
まず，現業官庁や各県の水産試験場による定線観測は我が国周辺の沿岸・縁辺海・中緯度海域

の物理環境およびそれが化学・生物環境に与える影響を探るうえで重要な役割を果たしており，

今後も継続されるべきものであるが，国内・国際的な調整のもと，より効率的な運用および観測

海域の拡大が望まれる（2, 3, 5 節）。また，我々にとっては海洋全体を一つの系として理解するこ

とこそが最も重要であり（1 節），全球海洋を網羅する Argo・衛星・篤志観測船・潮位計・海面

ドリフターによる観測網（3～9 節），および熱帯を中心とする係留ブイネットワーク（4, 9 節）

は今後も不可欠の存在であることから，我が国として今後も国際観測体制への協力を続ける必要

がある。特に，衛星および Argo フロートの観測網が継続的かつ面的に獲得するデータ群の同化

によって全球ないし大洋規模の高解像度海洋再解析データを構築することは，海洋が関わる気候

の諸現象の解明を進める上で極めて有用である（4～6, 8, 9 節）。なお，海面水温，海上風，可降

水量，海氷密接度，海色といった衛星観測データ（3～6, 8, 9 節）は世界中で気象関連業務や研究

に広く利用され，今では「当たり前」の存在となっているが，そのためにかえって重要性の認識

が薄まり，5～10 年程度のサイクルで必要な地球観測衛星の更新が軽視されることが強く懸念さ

れる。特に衛星搭載マイクロ波放射計は雲の影響を受けずに海面水温や海氷密接度を広域で観測

できる唯一の手段であり，AMSR，AMSR-E，AMSR2 を開発してきた日本がマイクロ波観測維

持のために国際的に果たすべき責務は極めて大きい。また，最近開始された海面塩分の衛星観測

を今後特に高緯度域で高精度化するためには，海面水温や海上風の衛星観測の発展が不可欠であ

る。 
さらに，自動観測が特に物理分野では発達した現代においても，大型研究船を用いたプロセス

観測（4～7, 9 節）は依然重要である。現在，物理観測に用いられている大型研究船は主に白鳳丸
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と「みらい」の 2 隻であり，これらは今後さらに高機能化を図ったうえで代船を行う必要がある。

特に白鳳丸は海洋コミュニティが 100%ボトムアップの研究に使える研究船であり，耐用年数に

近づいていることから，早急に代船に向けた動きが必要である。代船にあたり，物理分野として

は，これまで用いられてきた CTD や係留系等に加えてグライダーや乱流計といった新たな測器が

使いやすいこと，また，近年の中高緯度における大気海洋相互作用研究の高まり（5 節）を受け

て，最低でも海面熱・運動量フラックスの導出が可能となる気象測器を標準装備し，さらにラジ

オゾンデ自動放球装置や雲観測用のレーダー・ライダー等の高度な設備を搭載していることが望

ましい。 
以上の研究基盤の維持・継続を前提として，本報告書では以下の新たな研究基盤の構築を提案

する。まず，観測が絶対的に不足している沿岸域の流れをモニターするために，漁業と共存でき

るような沿岸用のプロファイリングフロートやグライダーを開発し，全国の沿岸海域に展開する

（2,8 節）。また，沿岸に多数の海洋短波レーダーを設置し，沿岸海域およびオホーツク海・日本

海・東シナ海の表面流を面的に測定する（2, 3, 8 節）。これらのデータ群を統合的に同化した超高

解像度海洋再解析データにより，漁業等に重要な沿岸海域および縁辺海の力学的な理解を飛躍的

に向上させる。衛星観測に関しては、JAXA が現在開発中の新型衛星海面高度計 COMPIRA が実

用化されれば，沿岸域のみならず縁辺海や外洋においても，現在より 1 オーダー分解能の高い，

近年の超高解像度海洋大循環モデルのアウトプットとも比較可能な観測が可能となり，サブメソ

スケール現象等の理解に威力を発揮することが期待される（2, 3, 5, 8 節）。Argo 計画のもと大量

展開されてきたプロファイリングフロートについては，学際的研究の推進のために小型の化学・

生物センターの開発（神田ら, 2013; 浜崎ら, 2013）やそれを搭載したフロートの展開が期待され

るほか（4, 5 節）、極域・深層循環研究の発展のために耐氷フロート（6 節）や大深度型フロート

（7 節）の発展が望まれる。なお，フロート観測は船舶観測と異なり投入後のセンサー精度を直

接管理することが困難であるため，データ品質管理手法の確立，および膨大な数のデータを扱う

データ管理システムの構築が必要不可欠であることに注意する必要がある。また，耐氷・大深度

型フロートは現在日本国内で開発が行われているが，一般型のフロートについても将来の発展の

ために国内メーカーにより生産されていることが望ましい。次世代型測器として世界中で運用が

急増しているグライダー（5, 9 節）および海面での観測に活躍が期待されるウェーブ・グライダ

ー（5, 8 節）は時空間スケールの細かい観測を可能にし，プロセス研究に威力を発揮することが

大いに期待されるが，諸外国と異なり沿岸に漁網が張り巡らされた我が国で使用するには投入・

回収に船舶を用いざるを得ないなど，ハードルが高い。さらに，その複数のグライダーで編隊を

組んだ観測などの効果的運用には高い技術と豊富な経験が必要であり，個別の機関による小規模

な運用は効率が悪い。特定の研究機関にグライダーを数十台整備し，全国の研究者がプロポーザ

ルを書いて使うといった形の共同利用システムの導入が望まれる。最後に，今後気候変動・変化

を探る上で世界的に重要海域となるであろう極域海洋の理解促進のために，諸外国に続き我が国

においても砕氷観測船を新たに建造することが強く望まれる（6 節）。 
さらに，本報告書のいずれの節でもモデリング研究の活用が提言されているように，今後の海

洋学の発展のためにはモデリングの研究基盤整備も強く意識する必要がある。モデリング研究基

盤はソフトウェアとしてのモデル（数値計算プログラム）とハードウェアとしての計算機からな
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る。ソフトウェアの面からは，数値計算手法の高度化やパラメタリゼーションの精緻化などに伴

い，大規模グループによらないモデル開発は困難になりつつある。世界的な状況を見ると，モデ

ル開発は少数のモデリングセンターに集約されてきており，先進国であってすら国内に独自モデ

ルの開発基盤を有しない場合も現れている。日本国内では，いくつかの小規模グループが独自モ

デルを開発しているが，海外で開発されたモデルを利用する研究者も多く，後者の割合は増えつ

つあると見受けられる。小規模なモデル開発グループが淘汰される世界的な流れからすると，こ

のままでは国内のモデル開発基盤が遠からず消滅することも危惧される。観測とモデリングの融

合研究が今後進展する中で，先端的なモデル開発が先端的あるいは発見的な研究成果に直結する

ことを考えると，この状況を放置するのは得策でないであろう。日本国内に大規模なモデリング

センターを設置して研究者のみならず技術者を安定的に確保することが理想であるが，それが実

現できないまでも，現在は個人的努力で開発を行っているモデル開発グループの連携を図って統

一的なモデルを開発するための公式な枠組みを整えるとともに，国内研究者が積極的にそのユー

ザとなるような体制を構築することが望まれる。国内ユーザを意識する上では，モデルの開発タ

ーゲットを明確にする必要もあるだろう。モデルには海域や現象を問わずに適用できるという汎

用性が必要なのは当然であるが，汎用性を意識するあまりに漠然としたモデル開発になってしま

っては国際的な競争力を削ぐことにもなる。大規模モデル開発グループが実現されてもなお限ら

れる資源を有効活用するためには，一芸に秀でたモデルを開発するという観点も重要である。ハ

ードウェアの面からは，かつての地球シミュレータの場合のように海洋研究に大きな資源が割り

当てられることを前提とした先端的スーパーコンピュータの開発は今後望めないと思われるが，

その一方で，現在の地球シミュレータがそうであるように，割り当て資源が大きければ必ずしも

先端的なスーパーコンピュータでなくても先端的な海洋研究を実現できる。我々に必要な計算資

源をどのような形で確保するかについて，海洋研究コミュニティ全体としての展望や戦略が必要

である。また，今後のスーパーコンピュータ開発ではデータ転送速度より演算速度が重視される

傾向にあり，演算の際に多くのデータ転送を必要とする流体計算では性能を十分に発揮できなく

なってきている。海洋（を含む気候ないし環境）研究コミュニティがスーパーコンピュータの主

要ユーザのひとつであることは歴然たる事実であり，スーパーコンピュータ開発の方向性に我々

のニーズを反映させるよう働きかける努力が今後も必要とされる。 
最後に，限られた国家予算の中で今後海洋学をさらに発展させていくためには，研究資源の有

効活用のためにできるだけ共有化を図っていく必要がある。本報告書では大型研究船・砕氷観測

船の代船・建造を提案したが，沿岸観測用の小型船舶も減少傾向にあり，今後練習船を共同利用

にするなどのネットワークづくりを検討する必要がある（その一環として，本将来構想委員会で

は 2012 年 11 月に「海洋研究における大学練習船の利用促進について」と題した提言を文部科学

省海洋開発分科会に対して行った）。モデリングに関しても，上述のようにソフトウェアの面では

国内共有基盤という観点からの開発体制の確立が望まれ，ハードウェアの面では計算資源の確保

や計算機開発の方向性に関して組織的に必要性を訴え続けることが求められる。そのためには，

国内海洋研究コミュニティの共通認識として，モデル開発・研究における重要ターゲットと，そ

のターゲットに関してどのような形で観測・モデリング間の融合を図ることができるかを明確に

しておく必要がある。また，観測・モデルの両面で得られたデータの共有化を図ることも重要で



22 
 

ある。これまでに得られた観測・モデルデータの中で一般公開されずに埋もれているものや品質

管理されていないものを発掘し，アクセスしやすい形で流通させるためのデータ情報システムの

構築が喫緊の課題である。また，新たな観測・モデル・同化システム構築の際には，そのような

データ流通システムを含めて考えることが重要である。それらのシステムに，地球科学関連デー

タのみならず，それらの応用利用の可能な分野における諸データを蓄積し，連携させることによ

って，幅広い研究を効率的に推進することが可能になると同時に，気候サービスとしての機能の

充実をはかることも可能となるであろう。 
 
１１．国際対応 
 
今日の海洋物理学に関係する世界的なプログラムは，UNESCO/IOC，WMO, UNEP, そして

ICSU のもとで運営されている（本節の略称に対応する正式名称については Table 1 を参照のこ

と）。また北太平洋では，PICES が年々その存在感を増している。これらのプログラムと関連プ

ロジェクトの概観を Fig. 1 に示す。この中で特に海洋物理研究と関係が深いのは，研究からオペ

レーショナルな利用までの広範なニーズに応える観測システムの構築と維持を担う GOOS，様々

なキャンペーン型の観測プロジェクトを束ねまた海洋モデルもまとめる WCRP/CLIVAR、海洋観

測・データ管理・予報・サービスの技術的な側面を扱う JCOMM，データ同化を行う GODAE 
OceanView などである。なお，CLIVAR の作業部会である WGOMD で海洋数値モデル開発が，

WCRP の作業部会の WGCM で気候モデルのコーディネートが，行われている。WCRP を中心と

する気候研究の解説は，中島（2011）でもなされている。 
WCRPとその傘下のプログラムは，現在再編が進んでいる。2013年からの新しいWCRPでは，

CLIVAR, GEWEX, SPARC の 3 つのプロジェクトが，それぞれ海洋，陸，成層圏を担当するとと

もに，対流圏についてはいずれも関わり，さらに雪氷圈を CliC がリードするという体制となる。

当初計画では 2013 年に終了（sunset）であった CLIVAR も，現在の案では略称は CLIVAR のま

まだが正式名称と体制を変更したうえで，継続する予定である。CLIVAR は気候システム全般に

ついては守備範囲をやや縮小し，そのため CLIVAR の中で相対的に海洋の重みが増す。 
WCRP は，気候研究の中でよく焦点が絞られ，5～10 年に格段の進展が見込まれる研究対象を，

Grand Challenges として掲げている。2012 年 12 月に更新された草案では，次の 6 つがあげら

れている(WCRP, 2012)。 
1. Regional Climate Information 
2. Sea-Level Rise and Regional Impacts 
3. Cryosphere in a Changing Climate 
4. Clouds, Circulation and Climate Sensitivity 
5. Changes in Water Availability 
6. Science Underpinning the Prediction and Attribution of Extreme Events 

これらの Grand Challenges の中で海洋に関わる部分をそれぞれの white paper にもとづいて概

観すれば，海面上昇（2 番）で海洋を幅広く扱っているほか，地域的気候情報（1 番）の十年予測

で海洋の初期化とそれに関連して海洋観測の重要性が，雪氷圈（3 番）での海氷が，そして水資
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源（5 番）で塩分に触れられている。 
また，CLIVAR は以下の５つの research challenges の案を現在示している（Visbeck and 

Hurrell, 2012）。 
1. Intraseasonal, seasonal and interannual variability and predictability of monsoon 

systems  
2. Decadal variability and predictability of ocean and climate variability  
3. Trends, nonlinearities and extreme events  
4. Marine biophysical interactions and dynamics of upwelling systems  
5. Dynamics of regional sea level variability 

このうち最初の 3 つは第一期の CLIVAR の 3 本柱同様に時間スケールで区分けし，それに新たな

香りを加えたものと言える。したがって，目新しいのは 4 番の物理生物相互作用と，5 番の海面

上昇である。当然この海面上昇は，WCRP の Grand Challenge の 2 番への貢献を意図したもの

であろう。また，従来は純粋に物理気候の研究プロジェクトであった CLIVAR が 4 番で物理生物

相互作用を取り上げているということは，CLIVAR が IMBER との協力を模索しているという動

きとともに，今後ますます物理・化学・生物の垣根を越えた学際複合領域が重要になるであろう

ことを強く示唆している。さらにこれらの新項目は，CLIVAR の海洋に関する守備範囲が，地理

的に著しく拡大することを意味している。従来の CLIVAR では大気海洋相互作用に焦点が当てら

れ，そのために海洋は大気への強いフィードバックが見込まれる熱帯が重点的に扱われていた。

しかし，これらの新たな Research Challenges では中高緯度も熱帯同様に，あるいはそれ以上に

重要となる。したがって，我が国周辺領域の研究でも，従来よりも格段に CLIVAR に貢献するこ

とができる。これは我が国が CLIVAR を活用するなら，非常に重要な点である。 
観測システムについては，2009 年に開催された OceanObs’09 において，全球海洋の物理・化

学・生物パラメータを外洋から沿岸まで継続的に観測し，研究や様々なサービスに活用すること

を通じて社会に役立てることの重要性が認識され，国際的な協力のもと，学際的な全球海洋観測

網の構築を進めるための体制づくりが進んでいる。具体的な動きとして，GOOS の観測対象を従

来の物理的な気候パラメータから、化学・生物パラメータにまで拡張するための，GOOS 統治シ

ステムの改編が進行中である。分野横断的な観測システムの構築のための「共通言語」として，

essential ocean variables（EOVs）という概念を導入し，GOOS Steering Committee（GCS）
が GOOS 全体を統括する。GCS の下に置かれる物理，化学，生物の各分野の観測パネルが，観

測システムコンポーネントの構築・維持の推進，調整等を担う。気候のための海洋観測の構築・

維持をサポートするために GOOS，GCOS，WCRP をスポンサーとして活動してきた OOPC を

物理観測パネルとし，炭素循環のモニタリング・研究のための観測の調整を担ってきた IOCCP
を発展させて化学観測パネルとして，生物・生態系を含む沿岸域の観測網の構築について議論し

てきた PICO をベースに生物観測パネルを構成する方向で調整が進められている。 
我が国は 1960 年代から，水産試験研究機関による沿岸・沖合定線や気象庁や海上保安庁によ

る外洋域の定線など，物理・化学・生物パラメータを継続的に観測する体制を維持してきた。こ

れは，いま国際的に進みつつある動きを，数十年前から先取りしていたものと見ることができる。

しかし，それらの観測の多くは，現在，縮小傾向にあり，世界の動きとは逆行している。また，



24 
 

GOOS の再編に組織的に，省庁や官学の枠を超えて対応する体制が我が国にはないため，世界の

動きをリードできるだけの長年にわたる実績と経験・能力をもちながら，それを活かすことがで

きないばかりか，むしろ取り残される可能性すらある。機関や分野を横断して，我が国における

持続的海洋観測の調整と長期的な計画を立案する体制の構築が望まれる。 
 我が国の海洋学が今後国際的に貢献しプレゼンスを確保するには，国際プログラム・プロジェ

クトをリードし活用することが，特に我が国の経済規模が従って研究予算も世界の中で相対的に

縮小していくことを考えれば，従来以上に必要であろう。しかしこれまで我が国では諸外国に比

べて，国際プログラム・プロジェクトでリーダーシップを取るという動機付けは弱かったと思わ

れる。これは我が国では，ある研究が国際プログラム・プロジェクトによって裏書・支持されて

も，その実現にさほどつながらないことが大きな要因であろう。つまり国際プロジェクト・プロ

グラムに何をするべきかを掲げることと，実際に何ができるかの間にギャップが大きい。国際的

には，例えば米国では複数の研究費配分機関が協力して米国 CLIVAR のミッションを支えている

というように，国際プログラムの裏書がその研究の実現可能性を高めるというメカニズムが働い

ている。今後我が国が国際プログラムをリードし活用するには，コミュ二ティ内部での議論を経

た上で，国際プログラムの趨勢とそれが日本社会の利益になることを，研究費配分機関や政府に

説明して研究の実現に結びつける努力を行うことも重要であろう。 
 
１２．おわりに 
 
本報告書では，今後 10 年程度の間に日本の海洋学が進むべき方向性を，物理分野を中心に論じ

た。本報告書および化学・生物 SG 報告書（神田ら, 2013; 浜崎ら, 2013）の中で繰り返し述べら

れているように，今後は物理・化学・生物の分野を横断する研究がますます重要となる。センサ

ー開発と自動測器の大規模展開により「ハイビジョン化」された化学・生物観測（神田ら, 2013; 浜
崎ら, 2013）は，物理現象が化学・生物過程に与える影響を明らかにするばかりでなく，物理現

象の新たな発見や定量的理解（e.g., Sukigara et al., 2011）をも生むであろう。さらに，海洋と

大気，陸域の相互作用を解明し地球の気候システムを包括的に理解するためには，気象や雪氷，

陸水，地質等のコミュニティとの広範な連携も不可欠である。今後，分野間交流の機会を大学院

教育も含め，さらに強化していく必要がある。 
本報告書では主としてサイエンスの面から将来構想を論じたが，物理 SG の 5 回の会合では，

将来のサイエンスを担う人材育成の重要性も議論された。本報告書で提案されたような研究を実

行する過程で測器開発や拠点形成が行われ，それに伴う雇用創出が新たな研究者の参入を促進し，

海洋コミュニティの発展へとつながるのが理想的な流れである。人材育成に関しては同じ海洋学

会の教育問題研究会やブレークスルー研究会においても以前から議論されてきており，将来構想

委員会としても今後これらの研究会と連携しながら議論を深めていきたい。 
このほか、物理 SG 会合では海洋学会全体として社会への情報発信も含めたアピールがもっと

必要であるという指摘がなされた。国際的にはヨーロッパでの GMES（Global Monitoring for 
Environment and Safety）/MyOcean 計画に代表されるように，海洋情報をサービスとして社会

へ発信する活動が急速に進展している。すなわち，社会への情報発信とユーザーからのフィード
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バックの双方向通信を行いながら，コアサービスと多種多様なユーザーニーズに対応する中間サ

ービスを行う複数の機関が連携し，さらにその中で研究機関・現業機関による海洋観測からモデ

ル・同化，またそれらの基礎となる海洋研究までもが連携しながら発展するという潮流が生まれ

つつある。このような流れの中で，我々がサイエンスに取り組み，その結果を関連学会や社会が

必要とするようになるというのが，次の 10 年間に我々が目指すべき理想の姿である。その実現の

ためには，上記のような組織間の連携構築や社会へのサービスのあり方が重要であるほか，海洋

学会と社会の橋渡しとなるインターフェースの存在が不可欠であり，そのための人材育成も重要

であろう。 
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Table 1. 国際プログラム・プロジェクトの正式名称（Formal names of international programs 
and projects.） 
 
CliC: Climate and Cryosphere 
CLIVAR: Climate Variability and Predictability 
FUTURE:  Forecasting and Understanding Trends, Uncertainty and Responses of North 

Pacific Marine Ecosystems 
ESSP: Earth System Science Partnership 
GEWEX:  Global Energy and Water Cycle Experiment 
GODAE: Global Ocean Data Assimilation Experiment 
GCOS: Global Climate Observing System 
GOOS:  Global Ocean Observing System 
IAPSO: International Association for the Physical Sciences of the Oceans 
ICSU: International Council for Science 
IGBP: International Geosphere-Biosphere Programme 
IOC:  Intergovernmental Oceanographic Commission 
IOCCP: International Ocean Carbon Coordination Project 
IMBER: Integrated Marine Biogeochemistry and Ecosystem Research 
IUGG:  The International Union of Geodesy and Geophysics  
JCOMM: Joint Technical Commission for Oceanography and Marine Meteorology 
OOPC: Ocean Observations Panel for Climate 
PICES:  North Pacific Marine Science Organization  
PICO: Panel for Integrated Coastal Observation 
SCOR: Scientific Committee on Oceanic Research 
SOLAS: Surface Ocean - Lower Atmosphere Study 
SPARC: Stratospheric Processes and their Role in Climate 
UNESCO:  United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization 
UNEP: United Nations Environment Programme 
WMO:  World Meteorological Organization 
WGCM: Working Group on Coupled Modelling 
WGOMD: Working Group on Ocean Model Development 
WGSIP: Working Group on Seasonal to Interannual Prediction 
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Fig. 1. 現状における，海洋学（物理分野）に関係する，国際プログラム・プロジェクト群．主

要な関係を線で結び，特に海洋の物理分野に関連が深いものに，陰影を付けている．略称に対

応する正式名称は Table 1 を参照のこと．（International programs and projects associated 
with physical oceanography. Major relations are shown by lines, and programs or projects 
closely related to physical oceanography are shaded. Formal names corresponding to 
abbreviations are shown in Table 1.） 
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Abstract 
   Progress in oceanographic research in the past decade is reviewed and future direction in 
the Japanese oceanographic research in the next decade is discussed, mainly from the 
physical oceanographic perspective.  The progress and future direction of research, as well as 
its significance and the research infrastructure needed for its implementation, are presented 
for six regions (coastal waters, marginal seas, tropics, mid-latitudes, polar oceans, and deep 
layer) and two additional elements (sea surface and salinity) that are related to all the six 
regions.  The needed research infrastructure is summarized in the final part.  Recent 
international trend and the Japanese roll expected in the trend are also discussed. 
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	熱帯海洋は太陽からの放射エネルギーの多くを受けることで海面水温が高く，そのため大気との活発な相互作用を通じて大気海洋システム内に大規模な気候変動モードを励起している。太平洋のエルニーニョ現象に代表されるこのような低緯度気候変動現象は，その周辺域の気候に大きな影響を与えるだけではなく，テレコネクションを通じて中高緯度域の気候にも大きく寄与している。熱帯海洋は，このような気候変動現象の熱源として，またペースメーカーとして重要である。
	もともと熱帯域の海洋学は，中緯度域とは異なり東西流が卓越する海流系を記述し，その成因や変動特性を明らかにすることで発展してきた（e.g., Johnson et al., 2002; Kessler et al., 2003）。1970年代から活発になったENSOの研究では，1980/90年代のTOGAプロジェクト期間を挟んだ時期に太平洋での熱帯観測網が発展し，変動の時空間パターンが得られるようになった（e.g., McPhaden et al., 1998; Wallace et al., 1...
	しかし近年，更なる観測網の充実とモデルの高度化により，ENSOだけではなく，インド洋ダイポールモード現象（e.g., Saji et al., 1999），大西洋ニーニョや南北モードなど（e.g., Richter et al., 2012; Xie and Carton, 2004），異なる大洋での気候変動モードの存在とその重要性が指摘されるようになった。また太平洋に関しても，従来の典型的なエルニーニョ現象とは異なり，東西に三極構造を持つ「エルニーニョもどき」が近年頻発するようになっている（e...
	今後10年程度の研究の方向性を考えれば，大きな柱は熱帯起源の気候変動モードの予測精度向上と予測結果を利用した気候サービスの展開となろう。この方向性は，2009年に開かれた第3回世界気候会議（WCC-3）において示され，世界気象機関（WMO）や世界気候研究計画（WCRP）などの国際的な枠組みの中でも推進されることとなっている。そのためには，各大洋に生起する気候変動モード間の相互の関連，異なる時間規模現象間の相互作用，大気と海洋のそれぞれにおける熱帯域と中緯度域との関連性などを明らかにし，それらを１...
	さらに，熱帯域に見られる大規模な湧昇域は，表層と亜表層間の物質循環にも重要な役割を担っている（e.g., Barber and Chavez, 1983; Strutton and Chavez, 2000）。そこでの物理環境場と生物地球化学的変動との関連は，今後展開されるべき学際的研究トピックの１つとして国際的にも注目されている。定量的な議論を行うためには，これまでの物理関連諸量に加え，係留系やArgoなどの既存の観測プラットフォームを利用した生物地球化学的観測を充実させる必要があり，技術開発...
	一方，季節から数年程度の気候変動予測は，その結果を社会経済活動へと結びつける段階に入っている。社会科学的ニーズを満たすために地球化学的成果を利活用するには，双方からの歩み寄りに根ざした学際的な連携が強く求められる。

